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平成30年度から適用される労災保険率及び労務費率の周知について 

 

 

時下、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、3 年ごとに見直し改定が行われている労災保険料算出に用いる労災

保険率及び労務費率の改定については、平成29年12月26日付け事務連絡に

て、平成30年度から適用される労災保険率等を定める省令案要綱について、

労働政策審議会より「妥当」との答申があった旨、急ぎお知らせしたところ

です。 

このたび、厚生労働省労働基準局労災管理課労災保険財政数理室長から、

別添のとおり、労災保険率及び労務費率についても、引下げないし据え置く

予定であるとの正式な通知がありましたので、貴協会会員企業の皆様に対し、

周知下さいますようお願い申し上げます。 

 

                                以上 

  

 
 
 
 
 
 
  

（担当：労働部 長尾） 












